














































































































































































































































































































































































芦屋市在住外国人意識調査の背景 

 芦屋市では、平成 4(1992）年に初めての在住外国人意識調査（以下、1992 年調査）が実施され、

芦屋市に在住する外国籍の人々がどのような日常生活をおくり、また市の行政サービスをいかに

評価しているのか、などが明らかにされました。そして平成 5(1993)年 12 月には、この調査結果

も踏まえながら、芦屋市国際交流推進懇話会から「芦屋市の国際交流のあり方について」と題し

た答申が市長に提出されました。 

その後、平成 7(1995)年 1 月に起こった阪神・淡路大震災が、芦屋市の市民生活と市政に対し

て大きな打撃を与えたために、この答申に盛り込まれた各種提言をはじめ、国際化や国際交流の

さらなる進展に向けた取り組みはきわめて困難な状況に直面しました。しかしその後も芦屋市の

国際化は進み、今回の２回目の調査（以下、2008 年調査）を通じて芦屋市在住外国人をとりまく

現状とその意識をあらためて把握し、今後の市政に反映させようということになったわけです。 

最初の調査が行われた平成 4(1992)年の 8月末時点で、芦屋市の外国人登録者数は 1,591 人（４

２か国）で、その国籍別内訳は、韓国・朝鮮 46.6％、中国 15.9％、北米 13.1％、ヨーロッパ 9.8％

となっており、中南米は 1.8％でした。それが平成 20(2008)年 8 月末時点では、外国人登録者の

総数は 1,796 人（５５か国）で、国籍別内訳は韓国・朝鮮 42.1％、中国 19.0％、北米 7.2％、ヨ

ーロッパ 7.9％、中南米 5.7％となっています。この 14 年間で、芦屋市在住外国人の総数は約 13％

の増加にとどまっていますが、その出身国や地域がかなり多様化したこと（４２か国 ５５か国）、

またとくに中南米出身者の比率が３倍に増加したことがわかります。このように、芦屋市内にお

ける「足元の国際化」の様相はかなり変化してきています。 

この傾向を兵庫県全体、および日本社会全体と比較すると、まず兵庫県においては、平成4(1992)

年 12 月末時点の外国人登録者数は 96,716 人であったのに対して、平成 19 年(2007)年 12 月末時

点では 101,527 人と約 5％の増加ですが、日本社会全体でみると、同じ時期に 1,281,644 人から

2,152,973 人に増えており、外国人登録者数が実に 68％も増加していることがわかります。ちな

みに、1990 年から 2006 年にかけて、山形県、茨城県、山梨県、静岡県、長野県、富山県、岐阜

県、三重県、徳島県においては、在住外国人が実に４倍以上に増えています。中部地方に位置し

ている県が多く含まれていますが、これは製造業分野を中心に数多くの外国人労働力が流入した

ためです。 

日本の外国人登録者数が 100 万人を超えたのは平成 2(1990)年、200 万人を超えたのは平成

17(2005)年のことでした。平成 2(1990)年の出入国管理・難民認定法の改正により、ブラジルや

ペルーからの日系外国人が「定住者」の在留資格で就労できるようになったことや、ビジネス、

結婚、研修、留学などの多様な目的で、新たに日本にやってくる外国人が増えたことなどがその

背景にあります。それ以前は、日本の外国人登録者の大半は在日韓国・朝鮮人の人々でしたが、

90 年代以降、外国人の出身地域や国はきわめて多様になりました。平成 17(2005)年末時点で国籍

別にみると、数が多い順に、韓国・朝鮮 30％、中国 26％、ブラジル 15％、フィリピン 9％、ペル

ー3％となっています。日本の総人口に占める外国人の割合は約 1.6％ですから、欧米諸国に比べ

ればまだまだ少ないとも言えますが、日本の外国人登録者数は平成 7(1995)年からの 10 年間で約

50％も増えており、職場や地域社会において、「最近、外国人がずいぶん増えた」という実感を持

っている方が多くなっています。また、日本の学校教育においては、特別な日本語指導を必要と

する児童・生徒の数が２万人を超えており、保育所や幼稚園も含めると、日本全国の多くの学校
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